
株式会社日本Ｍ＆Ａセンター

自　2023年4月1日 

至　2024年3月31日



負債の部
科  目

【流動負債】
買掛金
関係会社債務
未払法人税等
未払消費税
賞与引当金
未払金
未払給与
ｶｰﾄﾞ未払金
預り金
契約負債
仮受金
流動負債合計
負債合計

金  額

916,007
552,569

2,569,018
672,145
286,296
526,781

1,869,140
72,391

203,393
326,999

7,500
8,002,243
8,002,243

純資産の部
科  目

【株主資本】
資本金

【利益剰余金】
利益準備金
(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計
【評価・換算差額等】

有価証券評価差額金

純資産合計
負債純資産合計

金  額

100,000

25,000
24,903,615 )(
24,903,615
24,928,615
25,028,615

592,244】【
592,244】【
592,244

25,620,859
33,623,102

科  目
資産の部

【流動資産】
現金
普通預金
売掛金
関係会社債権
貯蔵品
前払金
前払費用
立替金
未収収益
立替金(人事)
仮払金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物付属設備
車両運搬具
工具器具備品
その他固定資産
土地
減価償却累計額
有形固定資産合計

(無形固定資産)
借地権
電話加入権
ソフトウェア
ｿﾌﾄｳｪｱ償却費累計額
営業権
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
投資有価証券
その他関係会社有価証券
保証金
長期前払費用
関係会社長期債権
出資金
その他の会員権
繰延税金資産
金銭の信託
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金  額

509
15,880,251
2,543,507

627,665
35,655
15,532

507,145
79

6,521
4,832
4,967

19,626,667

71,139
604,840
33,503

535,807
14,716
8,916

△802,340
466,583

889
471

231,441
△194,557

46,607
84,852

9,382,604
1,297,890
1,247,609

1,692
140,166
10,000
1,000

364,034
1,000,000

13,444,998
13,996,435
33,623,102

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター

2024年  3月 31日 現在
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計算書類



科     目
【売上高】

Ｍ＆Ａ売上高
会計事務所売上高
金融M&A研究会売上高
雑品等売上高
TPM売上高
関係会社売上高
売上高合計

【売上原価】
Ｍ＆Ａ売上原価
会計事務所売上原価
金融研究会原価
証券原価
旅費交通費
関係会社売上原価
給与手当
賞与
賞与引当金繰入
退職給付費用
法定福利費
TPM売上原価

売上総利益
【販売費及び一般管理費】

営業利益
【営業外収益】

受取利息
受取配当金
有価証券利息
関係会社営業外収益
為替差益
雑収入
営業外収益合計

【営業外費用】
投資事業組合運用損
為替差損
支払手数料
雑損失
営業外費用合計
経常利益

【特別利益】
固定資産売却益
特別利益合計

【特別損失】
固定資産除却損
特別損失合計
税引前当期純利益
法人税等合計

法人税住民税事業税
法人税等調整額

当期純利益

額金

42,279,676
336,712
18,902

166,727
483,853
12,643

43,298,516

5,995,847
85,136
20,036

728
1,152,472
1,577,709
8,798,145

503,089
273,271
73,625

985,079
19,543,08377,941
23,755,433
8,255,248

15,500,184

5,087
41,020
19,566
1,926
1,479
5,410

74,490

△367,816
1,729
2,247
5,676

△358,163
15,932,838

952
952

3,169
3,169

15,930,620
0

5,365,102
104,236

10,461,280

(単位：千円)

損 益 計 算 書

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター

自 2023年  4月  1日  至 2024年  3月 31日
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個別注記表 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

 

(重要な会計方針に係る事項) 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券…………………………定額法による償却原価法によっております。 

②その他有価証券 

(1)市場価格のない株式等以外のもの………決算日に市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)によっており

ます。 

(2)市場価格のない株式等……………………主として移動平均法による原価法によってお

ります。なお、投資事業有限責任組合への

出資については、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

(3)投資事業有限責任組合への出資 

(金融商品取引法第２条第２項により 

有価証券とみなされるもの) ………組合契約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。 

 

③その他関係会社有価証券……………………移動平均法による原価法によっております。 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…………………………定率法によっております。 

無形固定資産 

ソフトウエア（自社利用）……………社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

長期前払費用…………………………定額法を採用しております。 
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３. 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率による繰入額を計上しております。 

賞 与 引 当 金………………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち

当期に負担すべき額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号 2020年３月 31日。以下「収益認識会

計基準」という）等を適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

企業の主要な事業における主な履行義務の内容及び企業が当該履行義務を充足する通常

の時点（収益を認識する通常の時点）については、収益認識に関する注記に記載のとおりであ

ります。 

 

５. のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、７年間で均等償却しております。 

 

(貸借対照表に関する注記) 

１．関係会社に対する短期金銭債権     627,665千円 

２．関係会社に対する長期金銭債権      140,166千円 

３．関係会社に対する短期金銭債務     552,569千円 

４．有形固定資産の減価償却累計額    802,340千円 

 

(損益計算書に関する注記) 

関係会社との取引高 

営業取引 

売上高       12,643千円 

売上原価    1,577,709千円 

営業取引以外の取引 

販管費    1,265,009千円 

 営業外収益    1,926千円 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

１． 当事業年度末日における発行済株式の数 

普通株式 10,000株 
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２．当事業年度末尾における自己株式の数 

  該当事項はありません。 

 

３．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

次のとおり配当金支払をしております。 
決議 株式の 

種類 

配当の原資 配当金の 

総額(千円) 

１株当たり 

配当額 

基準日 効力発生日 

2023 年６月 23 日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益剰余金 8,000,000 

 

800,000 円 00 銭 2023 年 

３月 31 日 

2023 年 

６月 26 日 

 

４．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

 次のとおり決議を予定しております。 

決議 株式の 

種類 

配当の原資 配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

基準日 効力発生日 

2024 年６月 10 日 

定時株主総会(予定) 

普通 

株式 

利益剰余金 8,400,000 

 

840,000 円 00 銭 2024 年 

３月 31 日 

2024 年 

６月 11 日 

 

(税効果会計の注記) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

未払事業税 257,448千円 

賞与引当金繰入超過額 99,058千円 

損金算入未払給与          166,699千円 

その他             154,156千円 

繰延税金資産合計 677,362千円 

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 313,327千円 

繰延税金負債合計 313,327千円 

繰延税金資産の純額 364,034千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、一時的な余資は主に預金を中心に安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ等

投機的な取引は行わない方針であります。売掛金及び買掛金は、通常の活動に伴い生じたもの

であり、そのほとんどが１ヶ月以内に決済されるものであります。有価証券は安全性の高い金融

資産で運用し、投資有価証券は、株式、投資信託及び債券であり、定期的に時価を把握しており

ます。 
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２．金融商品の時価等に関する事項  

2024 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式及び組合等への出資金は、次表に含めておりません（(注

１)を参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払費用、未払

法人税等はすべて短期間で決済されるため、時価が帳簿価額と近似することから、注記を省略し

ております。  

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

投資有価証券    

①満期保有目的の債券 4,032,908 3,980,680 △52,228 

②その他有価証券 1,534,714 1,534,714 － 

資産計 5,567,623 5,515,394 △52,228 

 

(注１)市場価格のない株式等及び組合等への出資金 

(単位：千円)  

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 1,551,752 

組合等への出資金 3,561,119 

組合等への出資金は、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第 31 号 2021 年６月 17 日。）第 24-16 項の取扱いを適用し、「投資有価証券」には含めておりま

せん。 

 

 (注２)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：千円)  

 １年内 １年超５年内 ５年超 10年内 10年超 

現金及び預金 15,880,760 － － － 

売掛金  2,543,507 － － － 

関係会社債権 627,665    

投資有価証券 － － － － 

満期保有目的の債券（社債等） 2,000,000 1,000,000 1,000,000 － 

合計 21,051,933 1,000,000 1,000,000 － 

 

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下 

の３つのレベルに分類しております。 
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レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価  

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分

類しております。 

 

(1)時価をもって貸借対照表額とする金融資産 

 （単位：千円）  

区分 時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

その他有価証券 

株式 

 

 

1,310,834 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

1,310,834 

資産計 1,310,834 － － 1,310,834 

(注) 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年

６月 17日。）第 24－３項の取扱いを適用した投資信託は上表には含まれておりません。

当該投資信託の貸借対照表計上額は 223,880千円となります。 

 

(2)時価をもって貸借対照表額としない金融資産 

（単位：千円）  

区分 時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

投資有価証券 

満期保有目的の債券 

社債 

 

 

－ 

 

 

3,980,680 

 

 

－ 

 

 

3,980,680 

資産計 － 3,980,680 － 3,980,680 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

投資有価証券 

上場株式及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式のうち、活発な市場で

取引されているものは、その時価をレベル１の時価に分類しております。また、当社が保有して

いる社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、

その時価をレベル２の時価に分類しております。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

親会社及び関連会社等 

会社等の名称 議決権等の所有

(被所有)割合(％) 

関連当事

者との関係 

科目 期末残高 

(千円) 

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター

ホールディングス 

(100) 親会社 関係会社債権 15,021  

関係会社債務 169,388  

株式会社経営プランニング研

究所 

－ 兄弟会社 関係会社債権 540,936  

株式会社企業評価総合研究

所 

－ 兄弟会社 関係会社債権 28,175 

関係会社長期債権 134,166  

関係会社債務 103,088 

株式会社日本ＰＭＩコンサルテ

ィング 

－ 兄弟会社 関係会社債権 13,543  

関係会社債務 25,547  

株式会社 ZUUM-A － 兄弟会社 関係会社債権 50 

株式会社スピア － 兄弟会社 関係会社債権 6,393  

関係会社長期債権 6,000  

関係会社債務 1,943  

株式会社 AtoGCapital － 兄弟会社 関係会社債権 4,680 

Nihon M&A Center Vietnam 

Co., Ltd 

－ 兄弟会社 関係会社債権 3,960  

関係会社債務 143,169  

Nihon M&A Center Singapore 

Pte Ltd 

－ 兄弟会社 関係会社債権 2,877  

関係会社債務 62,490  

NIHON M&A CENTER 

MALAYSIA SDN BHD 

－ 兄弟会社 関係会社債権 2,371  

関係会社債務 35,508  

Nihon M&A Center 

 （Thailand） Co．， Ltd． 

－ 兄弟会社 関係会社債権 9,654 

関係会社債務 11,432 
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(収益認識に関する注記) 

１． 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 (単位：千円) 

 当事業年度 

(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 

提携仲介契約締結時報酬 3,446,188 

業務中間報酬 4,072,504 

成功報酬 34,195,320 

その他Ｍ＆Ａコンサルティング報酬 565,664 

その他 1,018,839 

合計 43,298,516 

 

２． 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

当社における主な顧客との契約から生じる収益の内容は以下のとおりであります。 

Ｍ＆Ａ仲介事業の各サービスの主な収益は、譲渡企業関連報酬として企業評価料、案件化

料、譲受企業関連報酬として情報提供料、業務中間報酬、譲渡・譲受企業双方に関連する報

酬として成功報酬があります。 

譲渡企業関連報酬の内、企業評価料は、企業評価参考資料の作成・顧客への提供時、案件

化料は、概要書の作成・顧客への提供時に収益を認識しております。また、譲受企業関連報酬

の内、情報提供料は、顧客への情報提供時、業務中間報酬は、譲渡企業と譲受企業の基本合

意書等の締結時に収益を認識しております。成功報酬については、譲渡企業・譲受企業共 

に、株式譲渡契約等の最終契約の締結後、当該Ｍ＆Ａ取引の実現が確実であると客観的に判

断した時に収益を認識しております。 

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要

な金融要素は含まれておりません。 

 

３． 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報  

(1) 契約資産及び契約負債の残高等 

当社の契約資産と顧客との契約から生じた債権のそれぞれについて、他の資産と区分し

ております。顧客との契約から生じた債権については適切な科目として売掛金で貸借対照表

に表示しております。また、契約負債もその他の負債と区分して、適切な科目として契約負債

で貸借対照表に表示しております。したがいまして、契約資産及び契約負債の残高等の記載

を省略しております。 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が
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１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。 

 

(１株当たり情報に関する注記) 

１株当たり純資産額  2,562,085円 94銭 

１株当たり当期純利益 1,046,128円 06銭 

 

(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 
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